
平成24年度　決算説明書／事務事業評価シート

１．概要

計 5,582 4,261 521 0 0 3,740

臨時 市民意識調査事業

49 3,483 2経常
人権推進同和対策事務事
業

会議運営
補助金等

負担金補助
及び交付金

4,635 3,532

9 3経常 人権研修講師派遣事業
講師派遣　６団体

報償費 91 9

243 135 3経常
人権ポスター、標語募集事
業

募集、表彰
ポスター等作成 需用費 456 378

14 3経常
人権を守る市民のつどい
事業

講演会
参加者274名 委託料 267 243 229

国・県支出金 市債 その他 一般

99 3経常
差別をなくす市民のつどい
事業

講演会７ヶ所
参加者881名 報償費 133 99

評価臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等）
予算現額
（千円）

決算額
（千円）

財源内訳

事
業
概
要

　○差別をなくす市民のつどい事業・・講演会　［対象：市民］

　○人権を守る市民のつどい事業・・講演会　［対象：市民］

　○人権ポスター、標語募集事業・・募集、表彰、パンフレット、チラシの作成配布　［対象：市民］

　○人権研修講師派遣事業・・企業、団体への講師派遣　［対象：企業、団体（市民）］

　○人権推進同和対策事務事業・・審議会等運営事務、各種団体等補助金事務等

課　名 人権推進同和対策
課

予算
款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

目
的

人権を尊重し、あらゆる差別のない住みよい社会の実現をめざす
対
象

市民

3 1 4 162 頁 一般管理費 人権推進同和対策事業

廃止
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２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２２～Ｈ２４（決算額）、Ｈ２５（予算現額） ６．H２６年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

4.46

着眼点 分析 分析根拠

継続
関係機関等と情報の共有・連携を図りながら、人権研修等の取組を継続
し、実効性のあるものにすること。

 ⑤ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2
人権研修を行う団体や企業の数が、
54.2%のため

事業の方向性 評価内容

21,469 19,440

一般財源 5,042 4,808 3,740 4,836

うち経常 5,042 4,808 3,740 4,836

 ③ 受益の
　　対象性

事業対象の確認 3
全市民を対象に事業を行っているた
め

 ④ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3

人権問題研修講師派遣については、低調
であるが、目的を達成するために適切な
手段であると判断できる。講演会の参加
者については、増加している。

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
より多くの市民が研修できる機会の
提供が必要なため

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
法令等により施策の推進に努めるよ
う定められているため

事業費に係る人役 3.90 4.30 5.00

そ の 他

理由

県　　費 477 1,718 521 637

研修講師の派遣や講演会等の
実施は、人権啓発に有効であ
り、継続する必要があるため。

市　　債
財
源
内
訳

国　　費

事業費に係る人件費 17,081 18,490

4,261 5,473
前年並

うち経常経費 5,519 5,099 4,261 5,473

企業、団体に人権研修の働き掛けをするとともに、自主的に研修がで
きるよう指導者養成にも取組み、団体数を増やす。

決 算 額 （千円）
Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 方向性

5,519 6,526

対応（改善点等） － － －

％

ｄ
－ － －

9 件 8 件

景気低迷の中、団体や企業の理解・協力を得、さらに自主的に人権研
修を行う団体等の数を増やすことは難しい。

－ 75.0 ％ 66.7

課題
c

自主研修団
体
（啓推協他）

件
－

a
人権問題研
修講師派遣
件数

件
12

％ 50.0

1,130 人 1,155 人

81.4 ％ 86.9 ％ 88.8 ％

％ 41.6 ％ 25.0 ％

b
講演会（つど
い）の参加数 人

1,058 人

単位 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４

人権研修を行う団体や企業の数 件
12.0 件 16.0 件

目標 １４ 件 目標

成果指標名 単位 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ 活動指標名

件 10 件 6 件

50.0 ％ 66.6 ％ 54.2

13.0 件

講演会（つどい）の参加数 ｃ
自主研修団体
（啓推協他）

ｄ

数値 目標 ２４件 目標 １３００人

２４件

活
動
指
標

指標 a 人権問題研修講師派遣件数 ｂ

成
果
指
標

指標名
人権研修を行う団体や
企業の数

目
標
年
度

Ｈ27

指標の設定理由

総合計画/後期基本計画において、基本施策（6-2-1）の目標としているため
数値

3

3

33

2

0

1

2

3

事業の必要性

行政の

関与性

手段の

妥当性

事業の

有効性

受益の

対象性

分析グラフ
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